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【参考 根拠法令抜粋】 

・地方自治法第２４３条の３第１項 

普通地方公共団体の長は、条例の定めるところにより、財政に関する事項を

住民に公表しなければならない。 

 

・前橋市財政状況の公表に関する条例第２条 

財政状況の公表は、前年 10 月 1 日から 3 月 31 日までの期間におけるものを

5 月末日までに行うものとする。 

 

 

 目      次 

 

 

１ 令和７年度の財政状況（令和８年３月３１日現在）・・・・・・・・・・・   １ 

 (1) 予算の規模・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   １ 

 (2) 市債の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ２ 

 (3) 基金の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ２ 

 (4) 令和７年度予算の執行状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ３ 

２ 市有財産の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ６ 

３ 令和８年度当初予算のあらまし・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ７ 

 (1) 予算の規模・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ７ 

 (2) 一般会計歳入・歳出予算の内訳・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ８ 

 (3) 市税の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０ 

 (4) 主な施策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１ 

(5) 競輪収益金の使途状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２ 

 

令和８年３月３１日現在 

         人 口  ３２６，１８６人 

            男  １５９，４５２人 

            女  １６６，７３４人 

        世 帯  １５８，５０８世帯 

        面 積  ３１１．５９ｋ㎡ 



１　令和７年度の財政状況（令和８年３月３１日現在）

　(1) 予算の規模

民生費

67,790,430

(41.6)

教育費

17,694,831

(10.9)

総務費

17,501,642

(10.7)

土木費

15,250,518

(9.4)

公債費

15,114,713

(9.3)

衛生費

11,838,884

(7.3)

商工費

7,670,559

(4.7)

消防費

6,001,871

(3.7)

農林水産業費

2,853,664

(1.8)

議会費

659,258

(0.4)

労働費

217,166

(0.1)
予備費

164,209

(0.1)災害復旧費

3,000

(0.0)

単位：千円
（％）

歳出合計

162,760,745

(100.0)

市税

57,354,884 

(35.2)

国庫支出金

32,460,488 

(19.9)

地方交付税

18,005,060 

(11.1)

県支出金

12,236,413 

(7.5)

市債

11,596,000 

(7.1)

地方消費税交

付金

9,050,000 

(5.6)

諸収入

8,160,320 

(5.0)

繰入金

4,318,749 

(2.6)

使用料及び手数料

3,040,431 

(1.9)

繰越金

1,569,244 

(1.0)

地方譲与税

1,346,621 

(0.8)

法人事業税交付金

1,087,000 

(0.7)

その他

2,535,535 

(1.6)

単位：千円
（％）

歳入合計

162,760,745

(100.0)
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　(2) 市債の状況（令和８年３月３１日現在）

　(3) 基金の状況（令和８年３月３１日現在）

　　　　　基金現在高の内訳

運
用
型

1,001,137

1,701
99,001

区分
財政調整基金
減債基金
国民健康保険基金
国際交流基金

土地開発基金

交通安全基金
ふるさと前橋応援基金
教育振興基金
絆でつなぐ環境基金
グリーンドーム前橋財政調整基金
グリーンドーム前橋等整備基金
学校教育施設整備基金

511,462

社会福祉基金

0
67,493
16,314

森林環境譲与税基金
新型コロナウイルス感染症対応中小企業経営支援基金

企業版ふるさと納税基金
アーバンデザイン基金

61,808

22,368,507計

積
立
型

公共施設等整備基金
介護給付費準備基金
職員退職手当基金

366,171
139,936
705,381

3,723,055
10,007

131,050

204,869
1,345,628
1,616,003

　　　基金には、特定の目的のために資金を積み立てる「積立型基金」と、特定の目的のために定額
　　の資金を運用する「運用型基金」に区分されます。

現在高（千円）
8,853,186
2,682,563

831,742

土木債

27,816,859

(21.7)

教育債

23,362,756

(18.2)

衛生債

8,024,391

(6.2)
総務債

6,140,313

(4.8)消防債

3,905,907

(3.0)

商工債

3,356,594

(2.6)

民生債

3,038,427

(2.4)

農林水産債

1,653,414

(1.3)

その他

51,075,380

(39.8)

[うち臨時財

政対策債

(39.0)]

【目的別】
未償還元金

128,374,041
（100.0）

財務省

57,981,677

(45.2)

民間金融機関

49,685,889

(38.7)

地方公共団体

金融機構

17,907,138

(13.9)

旧郵政公社

123,057

(0.1)

その他

2,676,280

(2.1)

【借入先別】
未償還元金

128,374,041
（100.0）

単
単位：千円

（％）
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　(4) 令和７年度予算の執行状況（令和８年３月３１日現在）

歳 入

予 算 額 ( 千 円 )

収入済額(千円)

収 入 率 ( ％ )

57,354,884

57,207,051

33,866,796

29,290,441

18,005,060

18,112,451

12,387,799

8,853,704

13,558,000

1,810,200

31,969,123

31,215,621

167,141,662

146,489,468
計

そ の 他

市 債

事業を行う際に多額の資金を要するとき、
国等の機関から借り入れるもので、将来返
済する義務を負うものです。

諸収入、地方消費税交付金、繰入金、使用
料及び手数料、繰越金、地方譲与税、法人
事業税交付金、寄附金、財産収入、地方特
例交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得
割交付金、環境性能割交付金、交通安全対
策特別交付金、分担金及び負担金、ゴルフ
場利用税交付金、利子割交付金です。

予算額には、令和６年度から令和７年度へ
の繰越明許費及び事故繰越し繰越額
4,380,917千円を含みます。

13.4

97.6

87.6

一 般 会 計

市民の皆さんに納めていただいている市民
税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ
税、入湯税、事業所税、都市計画税です。

地方公共団体の支出する特定の経費に対し
て国が負担交付する支出金です。

地方公共団体が自主的な行政を行うための
財源として、国税の一定割合の額を地方公
共団体の財政力に応じて交付されるもので
す。

市区町村の支出する特定の経費に対して県
が負担交付する支出金です

内　　　　　容項 目

99.7

86.5

100.6

71.5

県 支 出 金

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

市 税
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歳 出

予 算 額(千円)

支出済額(千円)

執 行 率(％)

67,896,493

57,221,203

19,473,197

15,096,954

17,520,018

12,116,527

17,495,102

13,421,294

15,114,713

15,114,612

29,642,139

22,631,794

167,141,662

135,602,384

教 育 費

計

そ の 他

衛生費、商工費、消防費、農林水産業
費、議会費、労働費、予備費、災害復旧
費です。

予算額には、令和６年度から令和７年度
への繰越明許費及び事故繰越し繰越額
4,380,917千円を含みます。（項目の予算
額は、予備費充用後）

77.5

76.7

100.0

69.2

81.1

76.4

小・中学校、特別支援学校、市立前橋高
等学校、幼稚園、前橋工科大学、社会教
育、保健体育等に要する経費です。

道路維持・建設、河川改修、街路事業、
都市計画、土地区画整理、住宅建設、公
園整備等に要する経費です。

市債の元金、利子、一時借入金の利子等
の償還金です。

一 般 会 計

土 木 費

内　　　　　容

総 務 費

公 債 費

民 生 費

項 目

84.3

市民が一定水準の生活と安定した社会生
活を送れるよう保障するのに必要な経
費。具体的には、社会福祉、障害者・高
齢者・児童福祉、生活保護等の経費で
す。

広報、文化政策、交通政策、地域活動、
選挙、統計調査等に要する経費です。
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収入済額(千円) 収入率(%)

支出済額(千円) 執行率(%)

42,059,933 95.0

30,183,208 82.7

30,518,187 90.8

6,197,567 99.3

474,535 53.6

127,616 95.8

51,194 102.7

0 0.0

109,612,240 90.1

121,685,188

107,889,766

競輪事業及び施設の維持管理
を行うものです。

６５歳以上又は４０歳から６
４歳までで特定疾病に該当す
る方への必要な居宅介護・施
設介護サービス等の保険給付
事業を行うものです。

国民健康保険法に基づき、被
保険者の疾病、負傷、出産及
び死亡に関して、必要な保険
給付事業を行うものです。

後期高齢者医療の事務を処理
するため、広域連合に対し、
保険料の納付を行うもので
す。

本市の産業経済発展を目的に
企業誘致を推進するため、産
業用地の造成・分譲を行うも
のです。

環境負荷の少ないまちづくり
を推進するとともに、新エネ
ルギーに対する市民意識の高
揚を図るため、太陽光発電事
業や小水力発電事業を行うも
のです。

母子父子家庭や寡婦を対象と
して、自立のために、生活資
金などの貸付けを行うもので
す。

公共事業の円滑かつ効率的な
執行と計画的な土地利用を図
るため、公共用地の先行取得
を行うものです。

33,604,011

29,298,045

6,241,468

87.2

用 地 先 行
取 得 事 業

71.6

49,837

35,706

予 算 額 ( 千 円 )

44,268,770

39,319,286

36,492,976

32,867,526

10,100

0

後 期 高 齢 者
医 療

89.95,610,406

介 護 保 険

国 民 健 康
保 険

計

88.7

産 業 立 地
推 進 事 業

75.1

新 ｴ ﾈ ﾙ ｷ ﾞ ｰ
発 電 事 業

71.1

884,826

664,141

133,200

94,656

0.0

母 子 父 子
寡 婦
福 祉 資 金
貸 付 金

競 輪

90.1

特 別 会 計

会 計 名 内　　　　　容

88.8
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２ 市有財産の状況  

   

 
令和８年３月３１日現在  

 

 

 ９，３１３，８６５．７９㎡ 

公園、学校用地など  

 

 

３，２１７，２８８千円 

 株券、各種出資金及び債権など 

 

 

 

 １，４０６，５６７.３３㎡ 

 学校、市営住宅など  

 

 

３５２台 

ごみ収集車、消防ポンプ車など  

 

 

２２，３６８，５０７千円 

  財政調整基金など  

土地  建物  

車両  

有価証券、その他の権利  

基金  
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３　令和８年度当初予算のあらまし

　(1) 予算の規模

（ 単位：千円）

令 和 ８ 年 度 令 和 ７ 年 度 伸 び 率

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 （ ％ ）

161,841,682 157,836,036 4,005,646 2.5

国 民健 康 保険 32,179,198 33,361,316 △ 1,182,118 △ 3.5

後期高齢者医療 6,733,503 5,969,173 764,330 12.8

競 輪 44,927,117 30,832,337 14,094,780 45.7

介 護 保 険 37,169,034 36,095,705 1,073,329 3.0

母 子父 子 寡婦
福祉資金貸付金

53,340 49,837 3,503 7.0

新 エネ ル ギー
発 電 事 業

131,403 132,444 △ 1,041 △ 0.8

用 地 先 行
取 得 事 業

10,100 10,100 0 0.0

産 業 立 地
推 進 事 業

1,511,768 744,687 767,081 103.0

計 122,715,463 107,195,599 15,519,864 14.5

284,557,145 265,031,635 19,525,510 7.4合　　　計

特
　
　
　
別
　
　
　
会
　
　
　
計

各　　  会  　　計 　 　予  　　算

　　　令和８年度の一般会計の予算規模は、総額１，６１８億４，１６８万円で、対前年度
　　２．５％の増となりました。
　　　なお、特別会計の当初予算額は、８会計合計で１，２２７億１，５４６万円です。

一 般 会 計

会 計 名 比 較 増 減
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　(2) 一般会計歳入・歳出予算の内訳（令和８年度当初予算）
（単位：千円，％）

令和８年度 令和７年度
当初予算額 当初予算額

市税
市民税、固定資産税、市たばこ税など

国庫支出金
生活保護費国庫負担金など

地方交付税
普通交付税、特別交付税

県支出金
子どものための教育・保育給付交付金など

諸収入
小口資金預託金元金収入など

地方消費税交付金

市債
庁舎等整備事業債、校舎改造事業債など

繰入金
財政調整基金繰入金など

使用料及び手数料
市営住宅使用料、搬入ごみ手数料など

地方譲与税
自動車重量譲与税、地方揮発油譲与税など

法人事業税交付金

財産収入
土地売払収入、土地家屋貸付収入など

その他
寄附金、株式等譲渡所得割交付金など

歳　　入　　合　　計 161,841,682 100.0 157,836,036 100.0 2.5

令和８年度 令和７年度
当初予算額 当初予算額

民生費
認定こども園施設給付事業、生活保護費支給事
業など

教育費
公立大学法人運営事業、学校給食実施事業など

土木費
道水路補修改良事業、中心市街地等再生事業など

公債費
市債元金の償還金と支払利子

商工費
各種預託金、赤城公園整備促進事業など

総務費
市庁舎管理事業、情報システム運用事業など

衛生費
予防接種事業、ごみ分別収集運搬事業

消防費
消防車両整備事業、防災行政無線管理運営事業など

農林水産業費
森林整備推進事業、市単独農業土木事業など

議会費
議員報酬等、職員人件費など

予備費

その他
労働費、災害復旧費

歳　　出　　合　　計 161,841,682 100.0 157,836,036 100.0 2.5

△ 67.6

12.4

11.6

△ 2.9

52,613 0.0 162,467 0.1

661,063

6.6

6,111,881

300,000 0.2

0.4

10,602,737

11,811,338

775,813

20,394,145

6.5 10,425,660

2,855,184

66,123,302 40.9

2,988,240

増減率

2.4

△ 15.1

6.4

増減率

1.7

0.8

1.5

△ 5.3

11.8

△ 3.8

△ 3.6

14.0

30.2

3.2

5.2

8.9

△ 18.2

7.6

1.9

5,306,379 3.3

1.8 2,605,821

12.6 15,663,003

0.5

1,326,621

64,086,714

16,996,576 10.5 16,157,469

15,211,206 9.4

11,527,139 7.1 14,096,559

7.3

0.81,287,848

項　　　目
（主な内容）

構成比 構成比

2,465,906 1.4 2,318,383 1.4

0.70.71,165,000

構成比

56,131,831 35.6

8,900,000 5.6

7.8

11,963,232 7.6

28,093,429 17.8

15,800,000 10.0

12,368,870

3.9

0.0

12,477,044

0.4

300,000 0.2

657,054

8.9

1.7

9.9

40.6

10.2

7.9

9.6

△ 13.2

0.8

3,100,112 2.0

11,432,700

1,070,000

0.4 0.6

680,615

15,092,364 9.6

7.3

3.04,650,243

17,000,000 10.5

13,379,976 8.3

5,188,096

7.4

項　　　目
（主な内容）

構成比

57,467,368 35.5

28,520,831 17.6

10,000,000 6.2

6.09,700,800

11,901,804

3.2
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令和８年度当初予算一般会計歳入款別構成比

令和８年度当初予算一般会計歳出目的別構成比

民生費

66,123,302

(40.9)

教育費

20,394,145

(12.6)

土木費

16,996,576

(10.5)

公債費

15,211,206

(9.4)

商工費

11,811,338

(7.3)

総務費

11,527,139

(7.1)

衛生費

10,602,737

(6.5)

消防費

5,306,379

(3.3)

農林水産業費

2,855,184

(1.8)

議会費

661,063

(0.4)

予備費

300,000

(0.2) その他

52,613

(0.0)

歳出合計

161,841,682

（100.0）

単位：千円
（％）

市税

57,467,368

(35.5)

国庫支出金

28,520,831

(17.6)

地方交付税

17,000,000

(10.5)

県支出金

13,379,976

(8.3)

諸収入

11,901,804

(7.4)

地方消費税交付金

10,000,000

(6.2)

市債

9,700,800

(6.0)

繰入金

5,188,096

(3.2)

使用料及び手数料

2,988,240

(1.9)

地方譲与税

1,287,848

(0.8)

法人事業税交

付金

1,165,000

(0.7)
財産収入

775,813

(0.5)

その他

2,465,906

(1.4)

単位：千円
（％）

歳入合計

161,841,682

（100.0）
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　(3) 市税の状況

市 税 の 構 成

市 税 の 使 途 （ 10,000 円 当 た り ）

生活保護、各福

祉事業の推進等

3,304円

借入金の返済

等

1,465円

教育、文化、

体育施設の整

備

1,302円

道路、橋、水

路、住宅

1,036円

交通、環

境対策、

戸籍住民

969円

ごみ収集、

健康増進事

業等

884円

消防対策費

496円

商工業の振興

218円

農業、林業等

の振興

217円

雇用対策ほか

109円

市民税

26,227,150

(45.7)

固定資産税

23,155,023

(40.4)

市たばこ税

2,287,000

(4.0)

事業所税

2,235,910

(3.9)

都市計画税

2,213,959

(3.9)

軽自動車税

1,163,842

(2.0)

入湯税

72,000

(0.1)

令和７年度

最終予算
57,354,884
（100.0）

市民税

26,216,469

(45.6)

固定資産税

23,388,652

(40.7)

都市計画税

2,240,407

(3.9)

事業所税

2,226,817

(3.9)

市たばこ税

2,221,000

(3.9)

軽自動車税

1,100,020

(1.9)

入湯税

74,001

(0.1)
特別土地保有税

2

(0.0)

令和８年度

当初予算
57,467,368
（100.0）

単位：千円
（％）

令和８年度市税予算

57,467,368千円

税負担（3月末時点）

1世帯当たり

362,552円

1人当たり

176,180円
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　(4) 主な施策

６つのまちづくりの柱

１．人をはぐくむまちづくり（教育・人づくり）　

金　額 内　　　容

◆ 特別支援教育推進事業 2億5,326万円
特別支援教育の対象児童生徒の増加に対応する
ため、人員体制を拡充

◆ 特別支援学校スクールバス 2,371万円
児童生徒の乗車時間を短縮するため、１台増車
し、５台体制で運行

〇
市立小学校・特別支援学校体
育館空調設計業務委託

1,250万円
避難所機能強化や熱中症対策のため、市立小学
校４校分、特別支援学校体育館空調工事を行う
ための実施設計を行う

２．希望をかなえるまちづくり（結婚・出産・子育て）

金　額 内　　　容

◆ 前橋すくすくこども館運営 5,700万円
月曜日から土曜日の預かり保育に加え、７月か
ら日曜（隔週）の預かり保育を開始予定

〇
こども基本条例の普及促進・
こども意見聴取の推進

460万円
シンポジウムやワークショップの開催等による
こども基本条例やこどもの意見聴取等の普及促
進

〇 電子版母子健康手帳 411万円
タイムリーな情報提供や健診の記録、予防接種
のスケジュール管理が行える電子版母子健康手
帳の導入

３．生涯活躍のまちづくり（健康・福祉）　

金　額 内　　　容

◆
まえばし医療センター管理運
営事業

3億2,338万円
４月から、まえばし医療センターに耳鼻咽喉科
を開設するほか、利便性向上のためキャッシュ
レス決済を導入

〇
妊婦へのRSワクチン定期接種
化

6,264万円
４月から、新たに全国で妊婦へのRSワクチンの
定期接種を開始

◆ 高齢者肺炎球菌定期接種 992万円 ４月から、23価から予防効果が高い20価に変更

４．活気あふれるまちづくり（産業振興）

金　額 内　　　容

◆ 市単独農業土木事業 2億2,000万円
農業用水路等の農業用施設の維持管理、修繕、
水路改良等の実施（当初予算を増額）

◆ 設備投資支援補助金 9,000万円
生産性向上設備導入枠・省エネ設備導入枠の当
初予算を増額

◆ 担い手支援事業補助金 6,989万円
認定農業者等に対し、農業用施設・機械等の導
入費用の一部を補助（補助率・補助上限額の引
き上げ）

　第七次前橋市総合計画に基づく施策を着実に推進していくとともに、社会情勢の変化や危機
にも備えながら、財政の健全化に十分に配慮した予算編成を実施。（○は新規事業、◆は充実
事業）

　結婚や出産の希望を叶えられ、子育てを楽しむことができるまちを目指します。

事　業

　充実した医療福祉環境のもと、生涯を通した心や体の健康づくりを推進するとともに、誰もが自分ら
しく生きがいを持ち、共に支え合いながら活躍できるまちを目指します。

事　業

　ふるさとを愛し、多様性を尊重する心豊かな人間性を育むとともに、あらゆる世代が共に学び、支え
合えるまちを目指します。

事　業

　既にある仕事の魅力を高めるとともに、新たな仕事を創出し、市民それぞれが個性を活かして活躍で
きるビジネスチャンスにあふれたまちを目指します。

事　業
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５．魅力あふれるまちづくり（シティプロモーション）

金　額 内　　　容

◆ 住宅リフォーム補助 6,000万円 補助上限を８万円から10万円に増額

〇
市民文化会館舞台機構等
改修基本・実施設計

2,100万円
経年劣化した舞台機構を改修するため、基本・
実施設計を行う

〇
中心市街地公共空間整備
計画策定

614万円
五差路交差点周辺道路の整備やまちなかウォー
カブルの実現に向けた道路等の公共空間の整備
方針を策定

６．持続可能なまちづくり（都市基盤）

金　額 内　　　容

◆ 道水路補修改良事業 13億7,790万円
道水路の維持管理、補修工事、改良工事等の実
施（当初予算を増額）

〇 清掃施設広域整備事業 2,074万円
４市１町（前橋市・桐生市・伊勢崎市・みどり
市・玉村町）で基本合意した、ごみ処理施設等
の広域化に関する基本構想の策定等

　(5) 競輪収益金の使途状況

　競輪収益金については、市民福祉の向上のために活用するという従来からの基本方針に基づ
き、保育所や学校施設の整備などの財源として活用します。

　地域の魅力を創造・発信し、誰もが訪れ、住み続けたくなるまちを目指します。

事　業

　人口減少・少子高齢社会に対応した都市基盤の構築を推進し、将来にわたり安全で、安心して暮らせ
るまちを目指します。

事　業

競輪収益金 500,000千円
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